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第１章 行財政改革後期実行計画の策定にあたって 

１ 策定の趣旨 

本市では、平成 25年度に策定した川西市行財政改革大綱に掲げる基本方針に
基づき、財政の健全化をめざして、事務事業の見直しや歳入の確保など、様々

な行財政改革に取り組んできました。 

しかしながら、依然として財政状況は厳しく、収支均衡の見通しが不透明な

状況にあります。 

このような中で、従来から進めてきた減量をめざした行財政改革にとどまら

ず、市の持続的な発展に資する施策に対する重点的な投資や、参画と協働を基

本とした市民と行政の役割分担のあり方など、地域全体の経営という観点から

も見直しを行い、職員が一丸となって今一度全ての面で抜本的な行財政改革に

取り組む必要があります。 

そのため、本計画では、前期実行計画に掲げた取組みを継続しつつ、新たな

行財政改革の取組みを積極的に展開していきます。 

２ 基本方針 

行財政改革後期実行計画においては、平成 25年度からの行財政改革大綱で掲
げた、以下の（１）～（４）の基本方針に基づき、各取組みを体系付けて展開

します。 

（１）参画と協働のまちづくりの推進  

参画と協働のまちづくりを推進するため、一定の権限や財源を地域へ移譲す

る「地域分権制度」を進め、市民と行政の適切な役割分担を行います。また、

地域活動に対する支援である「地域づくり一括交付金」の現状や課題を踏まえ、

より効果的に地域で活用できる交付金のあり方を検討するとともに、地域の自

立を促しながら、地域力向上のためのサポートを継続的に行います。 
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（２）革新し続ける行政経営の推進  

革新し続ける行政経営を推進するため、民間の活用による市民サービスの向

上やコスト削減が見込まれる公の施設への指定管理者制度の導入や民間への業

務委託などを積極的に進めます。また、民間の活用による業務量の削減に伴い、

組織のスリム化を行うとともに、民間活力導入後は継続的にモニタリングを実

施し、適切に効果検証を行います。 

（３）持続可能な財政基盤の確立  

持続可能な財政基盤を確立するため、職員一人ひとりのコスト意識の醸成を

図り、積極的に業務改善に取り組む職場風土づくりを進めます。また、新たな

歳入の確保を模索しながら、取組みを展開します。 

（４）機動的な組織体制の構築と人材の育成  

機動的な組織体制の構築と人材を育成するため、市民の多様なニーズに的確

かつ迅速に対応できる組織体制を構築するとともに、本市の財政状況に危機感

を持ち、前例踏襲ではなく、改革を進めていくことができる人材の育成に取り

組みます。 

３ 計画期間 

平成 30年度から平成 34年度までの 5年間とします。 

４ 進捗管理 

 本計画については、策定後も毎年、決算にあわせ、計画に位置付けられた項

目の進捗状況を確認し、取組みの効果検証を行うとともに、必要に応じて、新

たな取組みを追加するなど、社会情勢の変化に的確に対応し、さらなる改革の

強化を図ります。  
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第２章 本市の財政状況 

１ 全会計の財政状況 

平成 28年度一般会計の決算規模は、歳入は約 521億円、歳出は約 517億円
で、基金から繰り入れを行った結果、実質収支額が約 3.1億円の黒字となり、平
成 27年度と比較すると約 1.6億円の減となっています。また、特別会計は 6事
業合計で約 13億円の黒字となっています。なお、一般会計、特別会計の決算総
括表及び実質収支額の前年度比較は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※借換債・・・市債の償還のために借入れる市債のことで、歳入歳出に同額が計上され、その金

額分決算規模が膨らんで見えるため、上表ではこれを除いて決算規模を比較してい

ます。 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

歳入 420.9 415.5 425.6 444.6 456.6 472.1 482.7 501.9 481.5 551.1 512.5

歳出 412.5 412.7 423.3 440.7 451.0 468.3 476.3 496.6 476.0 545.7 508.4
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億円

一般会計の決算状況 

（借換債除く） 

平成28年度（2016年度）決算総括表 （単位：千円）

区　分 歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額
27年度実質収

支額
増減

会　計 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）-(Ｂ） （Ｄ） （Ｅ）＝（Ｃ）-（Ｄ） （Ｆ） （Ｇ）＝（Ｅ）-（Ｆ）

52,076,052 51,674,631 401,421 89,415 312,006 469,290 △ 157,284

国 民 健 康
保 険 事 業 20,637,787 19,633,059 1,004,728 0 1,004,728 370,317 634,411

後 期 高 齢者

医 療 事 業 2,937,731 2,853,334 84,397 0 84,397 75,997 8,400

農 業 共 済
事 業 5,566 5,566 0 0 0 0 0

介 護 保 険

事 業 11,613,370 11,378,396 234,974 0 234,974 139,773 95,201

用 地 先 行
取 得 事 業 1,711,435 1,711,369 66 66 0 0 0

中央北地区土地

区画整理事業 2,156,170 2,155,947 223 223 0 0 0

特 別 会 計
合 計 39,062,059 37,737,671 1,324,388 289 1,324,099 586,087 738,012

91,138,113 89,412,302 1,725,811 89,704 1,636,107 1,055,377 580,730

一 般 会 計

特
　
　

別
　
　
会

　
　
計

一 般 ・ 特 別

合 計

（注）表内において、各項目の合計と合計欄の数値が端数処理により一致しない場合があります。
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２ 一般会計の歳入の状況 

平成 28年度決算では、約 521億円の歳入があり、前年度と比べ、約 38.6億
円の減となっています。 

一般財源の推移をみると、市税や地方交付税など使途が特定されず、地方公

共団体が自由に使える一般財源は、平成 28年度決算では、約 324億円となって
います。一般財源総額は、平成 24年度以降大きな増減はなく推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般財源とは・・・地方税、地方交付税、地方譲与税など、使途が限定されず地方公共団体が

自由に使える財源。 

※特定財源とは・・・国県支出金や市債など、その使途が限定されている財源。 

 

歳入構成状況 

一般財源、特定財源の推移 
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歳入の根幹である市税収入全体についても、平成 24年度以降はほぼ横ばいで
推移しています。 

また、その内訳としては、個人市民税、固定資産税が 83％を占めており、平
成 28年度決算では、法人市民税は税制改正による税率の引き下げにより減少、
固定資産税は滞納繰越分約 2億円の収入により約 2.7億円増加しています。 

 

 

 

 

 

３ 歳出の状況（普通会計ベース） 

平成 28年度決算では、約 517億円の歳出があり、地方公共団体が任意に抑制・
節減ができない義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、下図のとおり約半

分を占めています。 

高齢化や少子化対策等により年々増加する扶助費をはじめとして、歳出全体

が増加傾向にあります。 

 

 

  

 

 

 

※普通会計とは・・・地方公共団体ごとに一般会計の範囲が異なっていることから、団体間の財

政比較のために、統計上統一的に用いられる会計区分。川西市の場合、用地

先行取得事業特別会計及び中央北地区土地区画整理事業特別会計の一部が

普通会計に含まれます。 

人件費 

18.8％ 

扶助費 

22.2％ 

公債費 

10.4％ 

その他 

48.6％ 

性質別経費の構成比 

主な税目の推移 

（億円） 

195.2 196.9 198.3 197.7 199.4

90.5 91.2 90.6 90.5 91.5

71.9 72.0 73.4 71.8 74.4
50.0

100.0

150.0

200.0

24 25 26 27 28

税全体

市民税個人

固定資産税
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４ 財政状況の分析 

（１）実質的な収支額の状況（普通会計ベース）  

過去 5年間の決算では、基金からの繰入れや財源対策により、「実質的な収
支額」の赤字を補てんし、市全体の黒字を確保しています。平成 28年度決算に
おいて、実質的な収支は約 10.7億円の赤字でした。 

 

 

 

 

 

 

※実質的な収支額とは・・・「歳入」と「歳出」から、基金繰入や財源対策、翌年度への繰り越

し財源を控除したもの。純粋な歳入歳出の過不足額を示しています。 

（２）経常収支比率  

 平成 28年度の経常収支比率は、98.5％となっており、前年度より 4.1ポイン
ト増加しています。 

 公債費が償還の進捗により減少する一方、扶助費については、児童福祉に係

る経費の増や生活保護費に係る特定財源の減等により経常収支比率が増加して

います。 

 経常経費の削減を進めるとともに、市債発行の抑制により将来の公債費の縮

減を図っていく必要があります。 

 

この比率が下がるほど投資的事業など臨時的な経費にまわすこと

ができる財源が増えるなど、財政運営の自由度が高まります。 
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経常経費充当一般財源（経常的な経費に充当する一般財源）

経常一般財源（経常的に収入される一般財源で、地方税、地方譲与税、普通交付税などをいう）
×１００
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５ これからの財政状況 

今後の財政状況については、中期財政運営プランのベースとなる、平成 30年
度から 34年度の歳入、歳出の一般財源を現時点で推計しています。 

 歳入においては、納税者人口のうち現役世代の減少による市税収入の減少や、

税収の増減等による地方交付税への影響を見込んでいます。 

 一方、歳出においては、児童福祉費などの扶助費の増や公債費の推移を見込

んでいます。 

その結果、平成 30年度から 34年度の 5年間での収支不足額は 65億円となっ
ており、この収支不足の改善を図るために本計画における行財政改革を推進し

ていきます。 

 後述する職員定数管理計画に基づく職員数の減は、行財政改革の推進の項目に

織り込んでいます。 
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（平成29年10月時点見込）

収支推計 （百万円）

Ｈ３４
H30～H34までの
5年間合計額

市税 19,939 19,856 19,489 19,353 19,203 18,838 18,786 95,669

地方交付税・臨時財政対策債 8,815 9,175 9,527 9,880 10,116 10,210 10,243 49,976

6,276 4,688 4,368 4,260 5,232 4,336 4,312 22,508

35,030 33,719 33,384 33,493 34,551 33,384 33,341 168,153

Ｈ３４
H30～H34までの
5年間合計額

8,973 8,819 8,657 8,641 8,598 8,635 8,561 43,092

3,469 3,609 3,684 3,762 3,843 3,928 4,017 19,234

公債費 5,221 5,174 5,317 5,291 5,016 5,413 5,421 26,458

物件費 5,333 5,489 5,656 5,807 5,858 5,684 5,684 28,689

維持補修費等 305 305 305 308 311 311 311 1,546

5,958 5,803 6,446 6,201 5,994 5,644 5,359 29,644

4,322 4,193 4,346 4,499 4,651 4,764 4,876 23,136

602 335 600 600 550 550 550 2,850

その他経費（積立金、災害復旧　等） 256 456 0 0 0 0 0 0

34,439 34,183 35,011 35,109 34,822 34,929 34,780 174,651

591 △ 464 △ 1,627 △ 1,616 △ 271 △ 1,545 △ 1,439 △ 6,498

（注）表内において、各項目の合計と合計欄の数値が端数処理により一致しない場合があります。

※毎年11月末に策定する中期財政運営プランのベースとなる歳入、歳出（一般財源ベース）を試算したものです。

Ｈ３３

扶助費（児童福祉・生活保護等）

地方譲与税、税交付金
基金繰入金（公債費充当分）等

歳 入 合 計 Ａ

歳 出 合 計 Ｂ

投資的経費・普通建設事業
総合計画実現のための経費

Ｈ３２歳出

人件費

歳入 Ｈ２８決算 Ｈ２９決算見込み Ｈ３０

Ｈ２８決算 Ｈ２９決算見込み Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３３

Ｈ３１ Ｈ３２

収 支 差 引 Ｃ ＝ Ａ － Ｂ

補助費等

繰出金（国保・後期・介護）

平成30～34年度の財政収支の推計

 

  



9 

６ 行財政改革前期実行計画の取組状況 

 平成 25年度から平成 29年度までを計画期間とする前期実行計画の進捗状況
を見ると、5年間の目標効果額を当初約 8.1億円としていましたが、民間委託や
ＩＣＴ技術の活用の取組みにおいて、当初見込みを上回り、約 10.1億円の効果
額となる見込みです。 

  
（千円）

11,850 △ 2,850 222,236 65,800 15,945 426,060 76,000 815,041

- - △ 570 32,926 3,148 - 134,000 - 169,504

- - △ 570 33,917 6,683 - 288,640 19,000 347,670

△ 2,850 - △ 570 39,528 6,823 5,315 1,140 19,000 68,386

7,350 - △ 570 51,404 24,573 5,315 1,140 19,000 108,212

7,350 - △ 570 64,461 24,573 5,315 1,140 19,000 121,269

16,375 56,876 0 9,613 406 0 0 3,724 86,994

0 77,544 △ 194 19,567 1,459 0 52,555 9,195 160,126

17,241 77,742 △ 12,073 13,477 1,298 4,721 85,065 7,732 195,203

0 77,742 71,217 65,607 14,952 4,731 3,755 8,771 246,775

20,644 77,742 78,375 113,635 15,897 4,731 3,840 8,162 323,026

54,260 367,646 137,325 221,899 34,012 14,183 145,215 37,584 1,012,124

457.9% - - 99.8% 51.7% 88.9% 34.1% 49.5% 124.2%

・事業者と
協働した「市
民べんり帳」
等の作成
・公用車の
運転業務等
の委託化

・ＩＣＴの技術
の活用によ
る機器の集
約化やサー
ビス利用の
推進

・安全灯の
LED化

・給与体系
の段階的な
整理
・保健セン
ターにおけ
る検診用機
器のリース
期間の延長
・電力自由
化に伴う入
札の導入

・税の納付
方法の検討
・駅前デッキ
など公共施
設のネーミ
ングライツの
導入
・消防自動
車等のネッ
ト公売

・外郭団体
への派遣職
員の見直し

・平野自転
車駐車場の
売却
・栄保育所
跡地（一部）
の貸付

・直営地域
包括支援セ
ンターのあり
方の検討

主な取組内容

効 果 額

達 成 率

効 果 額 合 計

実行計画
目標効果額

Ｈ２９見込

Ｈ２７実績 効 果 額

Ｈ２８実績 効 果 額

Ｈ２５実績 効 果 額

Ｈ ２ ５

Ｈ ２ ６

Ｈ２６実績 効 果 額

Ｈ ２ ７

Ｈ ２ ８

Ｈ ２ ９

合 計

行財政改革前期実行計画（計画期間：平成２５～２９年の５年間）の進捗状況

取 組 項 目

民間の活用
Ｉ Ｃ Ｔ 技 術

の 活 用

環 境 へ の

配 慮

効 率 的 で
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合 計
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第３章 職員定数管理計画 

１  職員定数管理計画の目的  

この計画は、行財政改革を推進する重要な項目である一方、社会情勢などの

変化に対応し、様々な状況の変化に対して柔軟に進めていく必要があります。 

そのため、平成 30年度に第 5次総合計画後期基本計画、行財政改革後期実行
計画の策定に伴い、本計画を改定し、本市が安定した市民サービスを提供する

ために、組織の再編をはじめ、職員の的確な配置を図り、定数の管理を行いま

す。 

２  計画の進捗状況  

平成 29年度における職員数は、計画値 1,001人に対して、1,028人となって
おり、27人の増員となっています。【図１】 

 

【図 1】 
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増減の内訳は、正職員が 58人の増員、再任用職員が 31人の減員となってい
ます。【図 2，3】 

【図 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画人数以上の職員を配置することになった主な要因としては、新名神高速

道路開通に伴う救急隊の増隊、東日本大震災による被災地への職員派遣など、

新たな業務の発生や育児休業者の増加があげられます。安定した質の高い行政

サービスを提供するために、弾力的に職員を配置している状況です。 
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３  見直し後の計画  

（１）計画期間  

平成 29年 4月 1日の職員数を基準として、第 5次総合計画後期基本計画及び
行財政改革後期実行計画との整合を図るため、平成 30年度から平成 34年度ま
での 5年間を計画期間とします。 

（２）目標職員数  

 平成 34年度までの目標職員数は、組織再編による組織のスリム化を考慮した
上で、必要に応じて採用により職員を補充し平成 34年 4月 1日で 1,009人とし
ます。（上下水道局及び市立川西病院の職員を除く。） 

職員定数管理計画の目標値達成に向けた進捗管理を行うため、各年度の職員

数の目標値を次のとおり定めます。【図 4】 

 

【図 4】 
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参考として、各年度の正職員と再任用職員の内訳は、次のとおりとなります。

【図 5】 

 

【図 5】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 職員定数管理計画の推進にあたって 

職員定数管理計画の推進にあたっては、組織再編を行い、効率的で効果的な

行財政運営を行うため、財政計画との整合を図りながら的確な職員配置が必要

となります。 

今後、法に基づく権限移譲や社会情勢の変化による市民ニーズに対応するた

めに実施する新たな施策に対しては、その必要性を見極め、スクラップアンド

ビルドを実行し、職員定数への影響を極力抑えながら弾力的な運用を行います。 

また、市立川西病院の指定管理者制度導入に伴う職員の引き上げや定年延長

による公務員制度改革が職員定数に影響を及ぼす可能性があり、計画の大幅な

見直しが必要となる場合には、計画の見直しを行うなど柔軟な対応を図ります。 
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第４章 重点取組項目及び具体的取組項目 

１ 重点取組項目 

 本計画の策定に際し、前期実行計画の進捗状況及び成果を踏まえ、行財政改

革を進め、現状を打開するための突破口として、また、財政健全化に向けた重

点取組項目として、次の 4つの項目を掲げ、基本方針の枠を超えた取組みを積
極的に展開していきます。 

（１） 職員人件費の適正化 

職員人件費の適正化に向けて、給与体系を段階的に整理し、人材育成制度の

結果を反映した昇給等について検討します。 

 

（２） 業務の改善・効率化 

市民ニーズに対応した効率的で効果的な質の高い行政サービスを提供するた

め、現在の業務内容や業務量などを的確に把握し、業務改善を進めることで、

業務の効率化を図ります。 

 

（３） 組織力向上を目指した組織再編と人員配置 

成果を上げる組織を目指し、市民の多様なニーズに的確かつ迅速に対応でき

る組織体制を構築するとともに、業務量に応じて弾力的な人員配置を行います。 

 

（４） 職員の意識改革や政策形成能力の向上 

本市の財政状況に危機感を持ち、前例踏襲ではなく、改革を進めていくこと

ができる人材の育成に取り組むため、政策形成能力の向上など、職員一人ひと

りが段階的に意識改革を図ることができるよう、これまでの職員研修のあり方

を見直します。 
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２ 具体的取組項目一覧 

行財政改革大綱で掲げた 4つの基本方針に基づき、平成 30年度～平成 34年
度までの間に、次の一覧に示す具体的な取組みを展開します。 

計画期間中における取組みによる効果額の合計は、概ね 26億円を見込んでい
ます。 

なお、項目については、現時点で効果額を計上できないものも含んでいます。 
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【Ｈ３０～Ｈ３４までの主な行財政改革取組予定項目一覧】

 １　参画と協働のまちづくりの推進 【効果見込額：７百万円】

（１）　参画と協働の仕組みの構築 （効果見込額：７百万円）

拡充 地域分権制度の推進
　コミュニティ組織が、自らの地域活動の活性化を図るため、「地域分権制度」を
活用し、地域の課題解決にあたることができるように支援します。

継続 市民等との協働のまちづくりの推進
　市民公益活動を支援するとともに市民等との協働を推進するため、市民協働

提案事業の見直しを行います。

継続 地区公民館の地域での運営を検討
　公民館を地域で運営することにより、地域の実情にあった利用を推進するため

の方策を引き続き検討します。

継続 地域づくり一括交付金の仕組みの検討

　コミュニティチャレンジ事業として、コミュニティ組織が地域課題の解決のため

に新たに実施する事業に対し交付金を加算し、地域の自主的な活動を支援しま

す。

 ２　革新し続ける行政経営の推進 【効果見込額：１，６４８百万円】

（１）　民間の活用 （効果見込額：１，４８０百万円）

新規 ごみ収集体制の見直し 　ごみ収集業務の委託率を拡大し、収集体制を見直します。

新規 市立川西病院の改革
　市立川西病院における指定管理制度の導入に向け、経営体制の見直しを検討
します。

新規 公共施設における指定管理者制度導入の検討 　公共施設における指定管理者制度の導入を検討します。

継続
留守家庭児童育成クラブ事業における民間事業者の

参入

　民間事業者による留守家庭児童育成クラブの設置・運営に対して、補助を行い

ます。

（２）　業務の改善、事務事業の見直し （効果見込額：１６３百万円）

新規 事務の効率化

【会議の効率化】

所要時間の短時間設定・厳守、出席者の制限など
【作成資料の簡略化】

会議資料をシンプル（作らせすぎない、複雑にしすぎない、過剰品質としない）に

作成し、事前に配布することで、会議時間短縮に繋げる

【決裁区分の徹底】

決裁区分は同等上位（主査が起案の場合、課長補佐級以上）のみとするなど、
決裁の迅速化を図る

【文書・データの管理】

情報の共有化を図り、職員個人の手持ち資料ゼロをめざす（資料、データの保

管・保存場所を１人の職員しか知らないという状況をなくす）

【業務のフォロー体制の構築】
所属長の判断による担当、グループ編成の随時組替えを可能とし、効率的に業

務を進める体制を構築するなど、事務の改善・効率化に取り組みます。

新規 職員の出退勤等管理システムの導入
　職員の出退勤・休暇・時間外勤務を把握・管理するための庶務事務システムを
導入します。

新規 事業の見直し 　経費の抑制など、事業の見直しに取り組みます。

内　　容項　　　　　目
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（３）　環境への配慮 （効果見込額：５百万円）

新規 都市計画道路網の見直し 　都市計画道路網を見直し、長期にわたる権利制限の解消を図ります。

新規 文書・印刷等の見直し
　庁内配布文書、チラシや印刷物の必要性を見極め、紙の使用枚数等の削減を

図ります。

 ３　持続可能な財政基盤の確立 【効果見込額：３０６百万円】

（１）効率的で効果的な行政サービスの提供 （効果見込額：３００百万円）

新規 適正な給与体系に向けた段階的な整理 　給与体系の適正化及び、超過勤務の縮減に取り組みます。

新規 市営デイサービスのあり方の検討 　市営デイサービスの必要性も含めた検討を行います。

新規
マイナンバーカードを利用した電子申請など市民サー

ビスの向上
　公的個人認証サービス（署名用電子証明書）による転出届を検討します。

継続 公共施設における電力自由化に伴う入札の導入
　電力の自由化に伴い、特定規模電気事業者を含めた電力調達の入札を検討

します。

（２）　歳入の確保 （効果見込額：２百万円）

新規 公共施設等へのネーミングライツの導入
　キセラ川西プラザ等の公共施設への命名権を民間事業者に売却し、愛称を募
集します。

新規 市公式ホームページのバナー広告掲載権の売却 　市公式ホームページのバナー広告掲載権を売却します。

（３）　広域行政の推進 （効果見込額：－）

拡充 各施策における広域連携の検討
　消防の広域化をはじめ、各施策の展開に際し、近隣市町との連携も視野に入
れ、検討します。

（４）　公有財産等の有効活用 （効果見込額：４百万円）

新規 市役所駐車場の民営化の検討
　市役所駐車場用地の貸し付け、または業務委託などにより、駐車場業務の民

間活用を検討します。

（５）　補助金のあり方 （効果見込額：－）

継続 既存補助金等の見直し
　補助金及び交付金等について、公平性や公益性の視点から効果を検証し、見

直します。

 ４　機動的な組織体制の構築と人材の育成 【効果見込額：６７１百万円】

（１）　組織再編と人員配置 （効果見込額：６７１百万円）

継続 時代に対応した組織体制の見直し
　市民の多様なニーズに的確かつ迅速に対応できる機動的な組織づくりを行うと
ともに、業務量に応じた弾力的な人員配置を行います。

（２）　人材育成の推進 （効果見込額：－）

継続 人材育成基本方針に基づいた職員研修の実施
　政策形成能力の向上など、職員一人ひとりが段階的に意識改革を図ることが

できるよう、これまでの職員研修のあり方を見直します。


